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税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３０年判決分（順号２０１８－２７） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 供託金還付請求権取立権確認請求事件 

国側当事者・国 

平成３０年７月３１日認容・確定 

 

判 決 

原告 国 

同代表者法務大臣 上川 陽子 

同指定代理人 高松 浩 

同 山口 圭一 

同 渋川 佐紀子 

同 藤井 秀一 

同 藤山 秀樹 

被告 株式会社Ｙ 

同特別代理人 ●● 

 

主 文 

１ 原告と被告との間において、別紙訴状写しの別紙供託金目録記載の供託金につき、原告が還付

請求権の取立権を有することを確認する。 

２ 訴訟費用は、被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 主文と同旨 

第２ 当事者の主張 

１ 請求原因 

 別紙訴状写しの「第２ 請求の理由」及び「第３ 結語」記載のとおり 

２ 請求原因に対する認否 

 平成２５年１１月●日に被告に対して破産手続廃止の決定がされていること、請求原因に記

載された最高裁判所平成２１年３月２７日第二小法廷判決の存在及び内容、被告について現在

まで清算人が存在しないこと、原告において別紙訴状写しの別紙供託金目録記載の供託金につ

いて払渡請求をするために必要な同意を得ることができない状態であることは認めるが、その

余はいずれも不知ないし争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 証拠（甲１、２の１～３、甲３の１、２、甲４、５の１～７、甲６の１～３、甲７の１、２、

甲８、９の１～３、甲１０の１、２、甲１１、１２、１３の１、２、甲１４の１、２、甲１５、

１６、１７の１～３）及び弁論の全趣旨によれば、請求原因事実はいずれも認められる。 

２ よって、原告の請求は理由があるからこれを認容することとし、主文のとおり判決する。 
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東京地方裁判所民事第１８部 

裁判官 髙橋 幸大 
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別紙 

 

訴状 

 

平成３０年５月８日 

 

東京地方裁判所民事部 御中 

 

原告指定代理人   高松 浩 

          山口 圭一 

          渋川 佐紀子 

          赤間 覚㈹ 

          藤山 秀樹㈹ 
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原告 国 

代表者法務大臣 上川 陽子 

指定代理人 高松 浩 

 山口 圭一 

 渋川 佐紀子 

 赤間 覚 

 藤山 秀樹 

被告 株式会社Ｙ 

特別代理人  

 

供託金還付請求権取立権確認請求事件 
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第１ 請求の趣旨 

１ 原告と被告との間において、別紙供託金目録記載の供託金につき、原告が還付請求権の取立権

を有することを確認する。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

第２ 請求の理由 

１ 原告の被告に対する租税債権の存在 

 原告（所轄庁・渋谷税務署長）は、被告（甲第１号証）に対し、平成２９年３月２日当時、別

紙租税債権目録１記載のとおり、既に納期限を経過した合計５４５万８４８１円（他に未確定延

滞税あり。甲第２号証の１）の租税債権を有しており、平成２９年４月５日現在も、別紙租税債

権目録２記載のとおり、同額（他に未確定延滞税有り。甲第２号証の２）の租税債権を有してい

た。 

 なお、同租税債権の額は、平成３０年４月１６日現在、別紙租税債権目録３記載のとおり、４

６３万４８８１円（他に未確定延滞税あり。甲第２号証の３）であり、同月１７日以降も、国税

通則法及び租税特別措置法所定の延滞税が加算された額の全額が未納となっている。 

２ 被告の第三債務者に対する債権の譲渡 

（１）被告の第三債務者に対する債権の存在 

 被告は、東京都台東区所在の株式会社Ａ（以下「第三債務者」という。なお、第三債務者は、

平成２６年４月１日付けで、東京都港区に本店移転した。甲第３号証の１及び２）との間で、

平成２３年４月１日付けで仕入外注契約（以下「本件仕入外注契約」という。）を締結し（甲

第４号証）、平成２４年７月３１日当時、請求一覧表（甲第５号証の１）の物件名欄に記載の

建築内外装工事等代金債権（以下「本件債権」という。甲第５号証の２ないし７）を有してい

た。 

（２）本件債権の譲渡 

 被告は、千葉県習志野市所在のＢ有限会社（以下「譲渡担保権者」という。なお、譲渡担保

権者は、商号を平成２３年１２月２８日付けで有限会社Ｃに変更し、本店を平成２６年２月１

日付けで長野県松本市●●に移転した後、平成２７年７月２２日付けで長野県松本市●●に移

転した。その後、譲渡担保権者は、商号を平成２７年７月３０日付けで株式会社Ｄに変更して

株式会社に移行した。甲第６号証の１ないし３）から、平成２１年６月２日に金４００万円、

平成２２年３月２０日に金２６０万円の合計６６０万円を借り受けていたところ（以下「本件

借入金」という。甲第７号証の１及び２）、平成２４年８月１日、本件借入金の弁済の担保と

して本件債権を含む総額５６２万１７００円の債権を譲渡担保権者に譲渡した（以下「本件譲

渡担保契約」という。甲第８号証）。 

（３）第三債務者に対する債権譲渡通知書の送達 

 被告は、本件譲渡担保契約後、第三債務者に対し、平成２４年８月３日の確定日付のある同

月１日付け債権譲渡通知書（以下「本件譲渡通知書」という。甲第９号証の１）及び同月６日

付けの「債権譲渡に関するお願い」と題する文書（甲第９号証の２）を送付し、それらは、同

月７日午前１０時３０分に第三債務者に送達された（甲第９号証の３）。 

３ 第三債務者による本件債権の供託 

 第三債務者は、上記２（３）のとおり、被告から本件譲渡通知書の送達を受けたが、本件債権



6 

には譲渡禁止特約が付されており（甲第４号証。本件仕入外注契約１条（４））、当該特約の存在

につき譲渡担保権者の善意・悪意が不明であることから、第三債務者の過失なくして真の債権者

を確知できないとし、別紙供託金目録記載のとおり、本件債権を２回に分けて東京法務局に供託

した（以下、供託番号平成２４年度金第●●号の供託による供託金及び供託番号平成２５年度金

第●●号の供託による供託金を併せて「本件各供託金」といい、本件各供託金の各還付請求権を

併せて「本件各還付請求権」という。甲第１０号証の１及び２）。 

４ 原告による本件還付請求権の取立権の取得 

（１）被告に対する当初差押処分 

 原告は、平成２４年８月１０日、国税徴収法（以下「徴収法」という。）４７条１項及び６

２条の規定に基づき、被告が第三債務者に対して有する本件債権を差し押さえ（以下「本件当

初差押処分」という。）、同日、その債権差押通知書を第三債務者に交付送達した（甲第１１号

証）。 

（２）譲渡担保権者に対する徴収法２４条の告知処分 

 原告は、平成２９年３月２日、被告は平成２５年１１月●日に破産手続廃止の決定がされて

おり（甲第１号証）、被告の財産につき滞納処分を執行してもなお徴収すべき国税に不足する

と認められたことから、別紙租税債権目録１の順号１ないし１６記載の租税債権を徴収するた

め、徴収法２４条２項の規定に基づき譲渡担保権者に対して告知処分を行い（以下「本件告知

処分」という。甲第１２号証）、本件当初差押処分を解除した（甲１３号証の１及び２）。 

 なお、譲渡担保権者への告知については、本店所在地宛てに送付した郵便物が「あて所に尋

ねあたりません」との理由で返戻され（甲第１４号証の１及び２）、代表取締役であるＥの住

所地も不明であったことから（甲第１５号証）、本件告知処分に係る告知書は、同月３日、公

示送達したものである（甲第１６号証）。 

（３）本件各還付請求権の差押処分 

 原告は、本件債権が譲渡により担保の目的となっているところ、本件債権が弁済供託された

ことによる本件各供託金も、その性質・内容は本件債権と同一のものであると解されることか

ら、平成２９年４月５日、本件告知処分に係る滞納国税に当たる別紙租税債権目録２の順号１

ないし１６記載の租税債権を徴収するため、徴収法２４条３項及び徴収法６２条の規定に基づ

き本件各還付請求権をそれぞれ差し押さえ（甲第１７号証の１及び２。以下「本件各差押処

分」という。）、本件各差押処分に係る各債権差押通知書は、同月１０日、東京法務局供託官に

送達された（甲第１７号証の３）。 

 これにより、原告は、徴収法６７条１項の規定に基づき、本件各還付請求権の取立権を取得

した。 

５ 被告は本件譲渡担保契約の無効を主張し得ないこと 

 前記４のとおり、原告は、本件債権は本件譲渡担保契約により譲受人である譲渡担保権者へ譲

渡され、譲渡担保権者が、本件債権が供託されたことによる本件各供託金に係る本件各還付請求

権を有していることを前提として、譲渡担保権者に対して本件告知処分を行った上、本件各差押

処分を行ったものである。 

 これに対し、被告は、本件債権につき譲渡禁止特約が付されていたことにつき譲渡担保権者が

悪意であったなどとして、本件譲渡担保契約の効力を否定し、原告による本件各差押処分の効力

も否定することが考えられる。 
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 しかしながら、最高裁判所平成２１年３月２７日第二小法廷判決（民集６３巻３号４４９ペー

ジ）は、「譲渡禁止の特約に反して債権を譲渡した債権者は、同特約の存在を理由に譲渡の無効

を主張する独自の利益を有しないのであって、債務者に譲渡の無効を主張する意思があることが

明らかであるなどの特段の事情がない限り、その無効を主張することは許されないと解するのが

相当である」と判示しているところ、本件においては、被告は、譲渡禁止特約が付されている本

件債権を譲渡した当事者である債権者であるから、同特約の存在を理由に本件譲渡担保契約の無

効を主張する独自の利益を有しておらず、また、第三債務者は、本件譲渡担保契約自体の無効を

主張することなく債権者不確知を理由として本件債権に相当する額の金銭を供託しているのであ

って、本件債権の譲渡の無効を主張する意思はないと認められることから、上記判示における特

段の事情に該当する事情は何ら認められない。 

 したがって、被告は本件譲渡担保契約について譲渡禁止特約を理由として譲渡の無効を主張し

得ないのであって、原告と被告との関係においては、本件譲渡担保契約は、譲受人である譲渡担

保権者の善意悪意を問わず有効であるから、原告が本件各差押処分により、徴収法６７条１項の

規定に基づき本件各還付請求権の取立権を取得したことは明らかである。 

６ 確認の利益 

 以上のとおり、原告は、本件各還付請求権の取立権を有するところ、被告は、平成２５年１１

月●日に破産手続廃止の決定が確定しているものの、現在まで清算人が存在しないことから（甲

第１号証）、本件各供託金の払渡請求をするために必要な同意を得ることができない。 

 そこで、原告が本件各供託金の払渡しを受けるためには、原告と被告との間で、原告が本件各

還付請求権の取立権を有することの確認を求める必要がある。 

 

第３ 結語 

 よって、原告は、被告に対し、原告と被告との間において、原告が別紙供託金目録記載の本件

各還付請求権の取立権を有することの確認を求め、本訴請求に及ぶ次第である。 
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別紙「供託金目録」、別紙「租税債権目録」 省略 


